
１．ネットワークの稼働状況 ２．計画、構築、運用開始時期

３．ネットワークの実施目的（複数回答） ４．導入（検討）のきっかけ

ネットワークの稼働状況 件数 ％（ｎ=108）

運用中 83 76.8%

構築中 12 11.1%

計画中 7 6.5%

その他 6 5.6%

現在、およそ77％が運用中
である。

（n=108） 計画開始 構築開始 運用開始
2000年以前～2004年 13 12.0% 8 7.4% 9 8.3%
2005年～2009年 24 22.2% 17 15.7% 21 19.4%
2010年以降 55 50.9% 62 57.4% 61 56.5%
分からない／未定 16 14.8% 21 19.4% 17 15.7%

地域医療再生基
金(2009年度～)等
を利用し、各地で
ネットワークが立ち
上がっている。

件

「医療連携」が最も多く、次に「救急医療対策」、「在宅医療対策」
を目的としている場合が多い。

「医療資源不足」、
「医療機関の機能
分担」が導入を検
討するきっかけと
なっていることが
多い。

最も多かった「医療資源不足」の内訳 件数 ％（ｎ=108）

医療資源不足 （ ）内は内数 29 26.9%

【医師不足】 (15) (51.7%)

【専門医不足】 (12) (41.4%)

【医療機関の偏在】 (2) (6.9%)

（参考）地域医療連携ネットワークの事例調査結果（平成２４年度実施）
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国
消費税財源活用

৘
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੨

市町村計画
（基金事業計画）

੃
੊
ਿ
਩

都道府県計画
(基金事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、 １／３

申
請

事業者等（医療機関、介護サービス事業所等）

交
付

交付

地域医療介護総合確保基金

交付
提出

交付
提出

申請

地域医療介護総合確保基金の対象事業

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に
関する事業(※)

２ 居宅等における医療の提供に関する事業(※)
３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）
４ 医療従事者の確保に関する事業(※)
５ 介護従事者の確保に関する事業

※ 基金の対象事業は、平成26年度は医療を対象として１、２、４を、
平成27年度以降は介護を含めて全ての事業とする。

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を
踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。

※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、消費税増収分を活用した新たな財政支援制度（地域医療介護総合確保基金） を創設し、各都道府県に設置。
各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

10



地域医療介護総合確保基金の平成２７年度予算案について

○ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、消費税増収分を活用した新たな財政支援制度（地域医療介護
総合確保基金） を創設し、各都道府県に設置。

○ 地域医療介護総合確保基金の平成２７年度予算案は、公費ベースで１，６２８億円（医療分９０４億円（うち、国分６０２億円）、

介護分７２４億円（うち、国分４８３億円））

○ 平成２７年度以降は、介護を含む全ての事業を対象とすることとしており、対前年度予算７２４億円増。

地域医療介護総合確保基金の対象事業

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備
の整備に関する事業(※)

２ 居宅等における医療の提供に関する事業(※)

３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

４ 医療従事者の確保に関する事業(※)

５ 介護従事者の確保に関する事業

※ 基金の対象事業は、平成26年度は医療を対象として１、２、４を、
平成27年度以降は介護を含めて全ての事業とする。

医療分
904億円

（うち、国分602億
円）

平成２６年度予算

９０４億円

介護分
724億円

（うち、国分483億
円）

１，６２８億円

平成２７年度予算案

医療分
904億円

（うち、国分602億
円）

＋７２４億円

今後のスケジュール（案）

２７年１月～ 都道府県ヒアリング実施
（※都道府県による関係者からのヒア
リング等実施）

予算成立後 基金の交付要綱等の発出
介護分を都道府県へ内示

６月中 医療分を都道府県へ内示
７月中 交付決定（※都道府県計画提出）

地域医療介護総合確保基金の予算
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第１ 地域における医療及び介護の総合的な確保の意義及び基本的な方向に関する事項
二 医療及び介護の総合的な確保に関する基本的な考え方
１ 基本的な方向性
（５）情報通信技術（ICT）の活用

質の高い医療提供体制及び地域包括ケアシステムの構築のためには、医療・介護サービス利用者も含めた関係者間
での適時適切な情報共有が不可欠で有り、情報通信技術（ICT）の活用は情報共有に有効な手段である。そのため、医
療及び介護に係る情報の特性を踏まえた個人情報保護に十分に配慮しながら、標準的な規格に基づいた相互運用性の
確保や将来の拡張性を考慮しコスト低減に努める等、情報通信技術（ICT）の活用を持続可能なものとして進めていく
ことが重要である。また、情報通信技術（ICT）を活用した医療･介護ニーズの把握やこれに基づく取組から得られる
データを踏まえた施策の立案も重要である。

医療と介護を総合的に確保するためのICTの基盤整備について

地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針（抄）

在宅医療介護ＩＣＴ連携事業
【大阪府】総事業費93,834千円（国費48,010千円、都道府県24,005千円、その他21,819千円）

地域に必要な多職種間の情報共有の効率化を図るため、地域一体となって関係者間で医療・介護情報を入力・参照できる医療介護
ＩＣＴ連携のシステム導入を支援する（在宅医療・介護従事者が入力した情報を共有するシステムの経費を支援）。

ＩＣＴを活用した地域医療ネットワーク基盤整備事業
【熊本県】総事業費746,900千円（国費497,933千円、都道府県248,967千円、その他0千円）

地域包括ケアシステムを推進し、 患者を中心としたより質の高い医療、介護サービスを提供するため、県内の医療機関（病院、診療所）を
はじめ、訪問看護ステーション薬局及び介護関係施設等におけるＩＣＴを活用した地域医療等情報ネットワークの構築を行う。

地域医療介護総合確保基金での具体例

在宅療養推進基盤整備事業
【東京都】総事業費495,510千円（国費330,340千円、都道府県 165,170千円、その他0千円）

医療と介護の関係者が効果的に情報を共有し、連携して在宅療養患者を支える体制を整備するため、ＩＣＴを活用したネットワークの構築
を支援する。

12



あじさいネット（長崎）

長崎県全域での医療の機能分担を進め地域全体での診療の質を向上
目 的

○特徴
・県内27の中核病院、240の診療所・薬局というN対N連携を実現した国内最大規模の広域医療体制
・富士通のデータセンターを活用し、他社ネットワークとの相互連携を実現【マルチベンダーネットワークを実現】
○運営主体
・あじさいネットでは、ＮＰＯ法人を設立して運用管理。

長崎医療センター

光晴会病院 十善会病院
長崎市立市民病院 井上病院

長崎北病院 長崎川棚医療ｾﾝﾀｰ

ポータル

富士通データセンター

済生会長崎病院

大村市民病院

長崎原爆病院

長崎大学病院
聖ﾌﾗﾝｼｽｺ病院

長崎記念病院

上五島病院

他社ネットワーク

27の中核病院

・1回のログインで
全病院の情報参照
可能

・連携総患者数
41,500人以上

診療所 診療所

診療所
診療所

調剤薬局

240の診療所・薬局

長崎川棚医療センター(310床)

光晴会病院(179床)

十善会病院(193床)

★長崎大学病院(869床)

長崎市立市民病院(414床)

★長崎原爆病院(360床)

済生会長崎病院(205床) ★
聖フランシスコ病院(220床) ★

井上病院(112床)
★長崎記念病院(304床)

長崎北病院(200床)

★上五島病院
(186床)

★他社電子カルテ

あじさいネット

NPO法人
長崎地域医療連携ネットワークシステム協議会

当初は医師会が中心となって
県全域の医療連携を図る

長崎県

大村市民病院(284床) ★

長崎医療センター(650床)

Copyright 2015 FUJITSU LIMITED

地域医療ネットワークの例（１）
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